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･はじめに
今日の男女共同参画社会基本法は､国際連合から端を発した国際人権規約と ｢国際労働機関｣ (以
下ILO)のILO条約､さらには ｢女性差別撤廃条約｣が深く影響して成り立ってきた｡しかしながら､
｢改正男女雇用機会均等法｣が施行され､女工哀史時代と比較してはるかに女性の労働環境が是正さ
れてきた現在も､職場での待遇に悩む女性は多い1)｡女性の人権について最初にとりあげたILO は1919
年に設立された｡その後､1949年世界人権宣言､1966年国際人権規約でも保証されることとなった｡
さらに1979年 ｢女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約(女性差別撤廃条約)｣が成立し
た2)0日本は労働基準法 (以下 ｢労基法｣とする)4条の存在を根拠に1967年にILO100号条約 (男女同
一価値労働 ･同一報酬)を批准したが3)､ILO 111号条約 (1958年､雇用及び職業についての差別待遇)
採択に際して日本の使用者団体が条約に反対､いまだに批准していない4)｡しかも批准したILO100号
条約が日本の男女賃金格差を解消しているとはいえず､現在でも大企業勤務を含めた女性社員からの
裁判が後を絶たない｡
そこで本稿では主に労使双方の立場から男女雇用平等への道を探るため､最初に日本の男女雇用平
等の現状を挙げ､ILO の男女平等の方向性を確認した上で､ILOの視点に基づき女性労働組合員の増
加と労働市場における機会均等 ･男女賃金格差に関して先進国であるアメリカ (本稿ではアメリカ合 
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衆国を指す)の見解を紹介していくことにする｡さいごに男女雇用差別是正へ向けた示唆を挙げて総
括としたい｡ 
Ⅰ.日本の男女雇用平等の現状 
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金格差について政府に説明を求めている｡ 日本では､男女雇用機会均等法 ･育児介護休業法 ･パート
タイム労働法等の法整備は進められているものの､男女同一価値労働 ･同一報酬の原則を明記する法
規定が欠如していることなどから､男女賃金格差の縮小は進展していない｡今後は政労使ならびに男
L女が共同参画して､早急に公正な賃金決定制度を確立することが､I
として要請される7)のである｡1999年の改正男女雇用機会均等法の施行後の事件としては､商工組合
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200年 1月､大阪高裁第1民事部は､｢和解勧告｣によって､1年近くに及ぶ住友電工訴訟を落着
させた｡井垣敏夫裁判長は､｢国際社会においては女性がその性により差別されることなく､男性と
女性が共に力を合わせて社会を発展させていける社会こそが真に求められている平等社会であること
は､既に世界の共通認識になっているというべきである｣ 8)としている｡このように日本では､変革
4

のツールとなったのは､女性労働者による裁判闘争であった｡ 
)LIOレポートは､日本のジェンダー平等政策を伝統的家族中心モデルと9位置づけている｡ジェン
ダー理論としては､労働市場にある伝統的なジェンダー観が性別職域分離に及ぼす影響を指摘してい
る｡すなわち､家父長制的な家族のあり方や社会のなかでの女性の従属的な身分が､労働市場におけ
)0る女性の劣位性にあると考える1 ｡こうした男性中心社会の中では､裁判闘争は働く女性たちにとっ
て大変なエネルギーを要すると推測できるのであり､労働者､特に女性労働者のニーズを吸い上げ､
)1
その職場に合った制度作りをするように､要求として企業に提示し､交渉することができる1 労働
組合の存在が問われるのではないだろうか｡ 
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年代後半､日本の労働政策は､市場の自律性を尊重し､国の法的介入は､労働市場が成立するた
めの基本的な枠組みや機会の均等などの公正 ･均衡を保障するための基本的なルールの整備にとどめ､
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文の国の法的介入は､労基法 4粂あるいは改正男女雇用機会均等法等による法の整備の文言として､
後文の労働条件等は､日本の労基法 3条が ｢労働条件(機会)｣段階での国籍 ･信条 ･社会的身分によ
る差別は ｢法律その他による特別の制限がない限り｣禁止されないとして､企業の採用の自由を広く
認めて13)いる､文言として解釈されるのである｡前述したように､男女雇用平等における日本の判
例の推移を辿ってみても､男女別賃金表､家族手当､男女別コース制等､企業がもたらした構造は､
市場における男女の性別役割分担にも重なっていく｡採用(含昇進 ･昇給)は企業の裁量の範囲とさ
れている使用者側の力がみてとれる｡ 故に日本の男女賃金格差も企業の裁量の範囲と市場の相場の関
連が要因ではないだろうか｡ 
Ⅱ.ル0の方向性 
1 批准に不可欠な労使協議
近年､ILOは､｢ジェンダー平等及びジェンダー主流化14)に関するILO行動計画｣で､性差別に関す
る労働問題対策を強化している｡林弘子氏は､｢1999年 6月23日に制定 ･施行された 『男女共同参画
社会基本法｣】は､国連の主導に基づく 『ジェンダー主流化』の大きな流れに対応する最初の国内法で
あり､『性別により偏 りのない社会システムの構熟 】を施策体系の トップに置いている｣と述べてお
り15)､浅倉むつ子氏も ｢ジェンダー法学｣ にアプローチされ､また ｢ジェンダーバイアス｣の問題
にも触れている16)｡ 国連ではまた女性差別撤廃委員会が2003年 7月に日本レポート審査を行ってお
り､委員会の ｢主要関心分野及び勧告｣には､間接差別､人権擁護法案などが示されている｡雇用に
関しては､①委員会は､国内法に差別の明確な定義が含まれていないことに懸念を表し､②直接差別
及び間接差別を含む､女性に対する差別の定義が国内法に導入されることを勧告する､とある17)0
浅倉氏の ｢日本は､国際的な審査の場面で､ ･- 女性の地位向上を進める法制度上の施策が非常に
遅れていると判断されたのであった｣という指摘等を経て､2004年 6月､厚生労働省に設置されてい
た男女雇用機会均等政策研究室が発表した均等法改正を展望する報告書の内容である､｢間接差別の
禁止｣を立法上､明文化18)が､ようやく2006年の改正均等法 7条で成立することとなった｡(尚､ILO111
号条約の批准には日本国内で間接差別の法整備と人権擁護のコンセンサスが必要と推察されるも､本
稿では､特に労働問題解決のプロセスに不可欠な労使議論を軸にして触れるものである)0
男女の平等参加に向けて女性が労使の幹部や団体交渉に参加することと､ジェンダー問題が団体交
渉で取り上げられることは不可欠であり､ILOでは､ジェンダー平等を推進するために労働組合のリ
ソース ･キットを作成している19)0 ILO条約批准には使用者団体と労働者団体が大きな位置を占めて
いると認識されるのである｡ 
ILOll1号条約の雇用と職業の条約を確認してみよう｡ ｢本条約の批准国は､ ･- 使用者団体およ
び労働者団体との協議の上に､この政策を受け入れ､かつ実践するための法令を制定し､教育計画を
推進することを約束しなければならない｣とある｡この111号条約は､きわめて網羅的にすべての差 
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別を禁止して20)ぉり､111号条約を批准するとさまざまな諸方策をとることが国際法的に義務化し21)､
国際法上の拘束力が発生する22)o上記の使用者団体および労働者団体との協議の上とは､個人で問
題をILOに提起できないことを指している｡協議は使用者と労働者の代表団体そして政府の三者構
成で行われる｡政 ･労 ･使というこの三者構成システムは国内外の立法政策構築の観点からもアメリ
カ､日本を問わず､あらゆる国における男女雇用平等推進に不可欠なシステムと考えられる｡ 
2 重要な三者協議(政 ･労 ･便)
第93回ILO総会演説 (2005年)で､使用者側である ｢日本経団連国際労働委員会委員長｣の立石信
雄氏が､ディーセントワークを追求していく上で､三者構成主義が重要な働きを担っていることを述
べているoさらに､労働者側の ｢連合総合国際局長｣中嶋滋氏も同様に ｢あらゆる活動の計画から実
施結果評価に至る全ての過程で､これが尊重されることが必要｣とし､具体的な業務遂行の中で､労
使の意見が労働者活動局 (ACT/RAV)と使用者活動局 (ACT/EMP)を通じて最高責任者である事務
局長に直接反映できるように機構上の改革が検討されてしかるべき｣と示唆している23)0 
2006年の第297回ILO理事会でも､中嶋氏はジェンダー問題に触れ､｢07年～08年の両年とも議案候
補として労働側が主張し続けてきたもの｡これに関しては一般討議となったが､労働側はこれを何と
かして基準設定にしたい｣とし､続けて ｢これはILOの最重要課題であるディーセントワークの実現
に直接関連する課題であるから､当然基準設定だろう｣という考えを示している｡このジェンダー間
選に対し､使用者側の｢日本経団連国際協力センター参与｣鈴木氏は､｢諌題名としての｢ジェンダー ･
イクオリティ･アット ザハート･オブ ･ディーセントワーク｣というネーミングは､うまく付けた｣
とし､｢ただし､基準設定には疑問があり､基準というのはボトムライン(最低基準)をつくるのであり､
ハートは暖かいものでなければいけない｡それは労使団体の自治の世界に委ねるべきものであって､
ミニマムスタンダードでは困る｣という言い方をしている｡したがってILOがこの間題を取り上げる
には､一般討議で行うのが 1番いい､と主張しているのである24)0
では､上記の三者構成システムをも踏まえた上で､アメリカにおける男女雇用平等は､過去から現
在に於いてどのような過程を経ているのであろうか｡下記に辿っていくこととする｡
Ⅲ.アメリカの取り組み
アメリカの男女賃金格差の推移 (男性の貸金に対する女性の賃金の比率)をみてみると､1995年では､ 
75%に近い数字となっている｡他方､男女のいずれかが大半を占める職種も残っている25)｡アメリ
カの男女雇用平等運動を歴史的に辿れば､ペイ･エクイティ運動が挙げられる｡
｢ペイ･エクイティ(同一労働同一賃金原則)を推進する女性労働運動｣の中で ｢ペイ ･エクイティ
を推進する主要な､しかも牽引力となった組織は､女性組合員の多い労働組合である｣ 26)と居城舜
子氏は触れている｡アメリカでペイ ･エクイティが広まった､その推進力は､主としてAFSCME(仝 
155 (38) 
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米地方公務員組合)など､女性組合員の比率が高い労働組合であった27)｡アメリカのペイ ･エクイティ
運動によると､既存の職務評価は､女性が従事している職務や下位職務に不利に設計されており､｢社
会的慣行｣としての賃金制度を再生産する手段になっている28)のである｡
アメリカでは政府は2005年現在､日本と同様にILO111号条約を批准していない｡他方､同国では
公民権法第七編は､二つのタイプの差別を禁止している｡第一に､異なる取 り扱い､すなわち､許容
できない基準に基づいて差別を意図して被用者を不利に扱うことを禁止 している｡第二に差別的影響
を有する慣行を禁止している｡アメリカでは､いわゆる ｢異なる影響法理｣によって､直接的に差別
意思が証明できない場合でも差別意思を間接的に証明する途が開かれているのである29)0
アメリカの働 く女性たちの平等雇用-の闘いは､使用者側との闘いであったのであり､彼女たちが
雇用に関わる権利を主張してきた背景には､全米全土を揺り動かしてきた事件も含めた判例の集積が
ある｡アメリカの女性たちが目標としているところは､アメリカが批准していないとはいえ､ILO111
号条約の内容に共通しているといえるのではないだろうか｡ 
Ⅳ.労使の役割と重要性 
1 労働組合の効果
国連やILOの諸文書は､労働組合がジェンダー平等を促進する役割を担うことの重要性を繰 り返 し
指摘 している30)o世界的に労働組合組織率は低下しており､ILOの 『世界労働報告』 (1997-98年)に
よれば､95年の記録では､推定13億人といわれる世界の労働力人口のうち､労働組合に加入している
のは約 1億6,400万人である｡しかも調査対象92カ国のうち､約20カ国を除くすべての国で､過去 10
年間に組織率は低下 している31)｡アメリカの労働組合の組織率は､2004年には12.5%にまで低下し､
内訳をみると政府部門が36.4%と高いが､民間部門に限れば7.9%となっている32)｡女性組合員の組
織率は1985年から横ばい傾向を示し､ 1992年では14.2%にとどまっている33)｡世界的に見て女性の
労働組合の参加率は約33%に連するというが､執行的地位にある者は約 1%に過ぎず､労働組合運動
における男女平等参画は､実現に程遠い34)0一方､1998年のカナダ労働会議において､｢我われは平 
等を確保 し､平等を達成するうえで立法措置を信頼することはできない｡団体交渉は､これらの権利
を保障するためのより効果的なメカニズムである｣ 35)と主張されている｡
多くの国では､労働組合と使用者との団体交渉は､労働界においてジェンダー平等を推進する重要
な手段である｡交渉の結果は､雇用条件あるいは労使双方の利害に関する事柄を定める労働協約とな
る｡団体交渉によってジェンダー平等を推進する労働組合の役割は､多 くの国々における平等の立法
措置やその施行が､いまのところ十分でない状況のもとでは､とりわけ重要である36)｡では女性組
合員の多い労働組合は､女性労働者にどのような効果をもたらすであろうか｡そこで筆者はフアーバー
とウインクラーが男女の労働を経済の視点からとらえ､女性組合員の増加が賃金上昇を招いた影響を
述べている37)ことに注目したい｡ 
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｢女性の賃金は労働組合の結成､あるいは労働組合員の減退のために男性貸金の割合よりも上昇し､
女性労働者よりも男性労働者に否定的な多大な影響を及ぼすこととなった｡つまりは､女性よりも慣
行的に組合で組織化された男性は女性よりも組合組織の中で､大きな(賃金)後退を経験することとな
り､これらの特徴の複合的な影響は､ジェンダー賃金比率において女性の賃金を13%上昇に導くこと
となったのである｡ 女性の低賃金の理由のひとつは､労働組合員の男性と比較して女性組合員の賃金
水準が低いことである｡ 一方､この20年間組合員数は大きく変化して女性の組合員数が増加してきた｡
過去全体の組合員数は､1950年代中頃では労働力の1/4まで達していたのが､それ以降着実に減少の
道を辿っている(1995年では労働者の15%が組合員)｡労働組合の低下の理由のひとつは､製造業のよ
うな組織化された組合から機械生産中心の社会に移行したからである｡つまり製造業の世界では男性
の地位を主張できる男性組合員数が多いことで､組合は男性の要塞でもあったが､産業の変化に伴う
組合員の減少によりジェンダーの構成が変化してきたのであろう｡公共セクターとホワイトカラー労
働者の増加で､女性も男性と同様の効果を持つようになってきたのである｡労働力の配置 ･分配の比
較において十分に貸金の提示を主張できずにいた女性たちは1950年代中頃に20%弱の組合員数から 
1995年には､40%近くにも女性加入者を増やしてきたのであった｡増加していく女性の労働力には､
男女労働組合メンバーシップの更なる低下に前もって対処するために女性を加入させて組合を活発化
させる誘因があった｡組合で女性リーダーシップの役割を持つ機会が与えられることは､現在非組合
員の女性労働者にとって組合の魅力が増していくことにつながる｡ 女性リーダーが女性労働者に必
要な家族介護休暇の方針､育児､それらに合った柔軟な仕事のスケジュールが組めることを組合のゴー
ルにして､しかも賃金平等を含んで手直しするまで､女性を組織する組合効果が求め続けられるので
ある｡要約すればこうである｡女性はずいぶん長い間､組合の中で主張する機会を持たなかったがた
めに､組合加入者の中で､男性よりも賃金比率､フリンジベネフィット､職場での決定権において劣っ
てきた｡しかしながら､皮肉なことに組合員の減少は男性よりも女性の組合員比率を増加させ､さら
に､組合員の減少を止めるために女性組織の重要性が認識され､女性をリーダーシップとさせること
に努力を払ってくるようになったのである｣｡
以上により､雇用環境における女性の地位向上やそれらに関する主張に組合が重要な存在であるこ
とが認識できる｡しかしながら､労働組合員が減退する一方で､使用者(経営者)側が労働者を採用す
る組織の裁量権は､強大である､といえる｡筆者は男女賃金格差が生まれた背景には､労働における
従属関係が起因するのは無論のこと各国の歴史的な社会通念や､根強い企業風土あるいは雇用慣行の
存在があると推認する｡法が職場にどこまで介入することができるのか､立法や政策に隔靴掻序の感
がするも､各国の歴史とともに積み上げられてきた労働市場の存在抜きには､男女雇用平等は進まな
いであろう｡ 
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2 労働市場と雇用主の雇用慣行
では､男女雇用平等に対してアメリカの労働市場､及び雇用主の慣行はアメリカではどのように考
察されているのであろうか｡ネルソンとブリッジズがアメリカの労働市場における女性の賃金不平等
の見解を示している38)ので､要約して下記に紹介する｡
｢労働市場における職場の賃金不平等の大きな性分離的な特徴は､使用者による雇用によってもた
らされていると説明できるであろう｡性不平等が存在している労働市場をベースにした解釈は､法律
や政策に関して主要な議論なのである｡ガンサー事件39)では､最高裁判所は､異なる職務に従事し
ている男女労働者に対する貸金差別に関して､公民権法第七編を広範に解釈して判決を下した｡しか
しながら､主に女性による貸金訴訟の主張に連邦裁判所が直面した時､裁判所は労働の市場相場を引
き合いに出すのであった｡一方､AFSCME(全米地方公務員組合)事件における判旨においてケネディ
判事の言葉は斬新なものであったが､法律が労働市場を重要視することはなかった｡男女貸金平等の
問題において法律と団体交渉の領域で議論が闘われはしたが､その賃金平等問題が公の議論から大き
く後退していった結果､賃金格差を労働市場に広げることとなったのである｡原告勝利のケースの一
例では和解が職場の賃金システムを再編成することはなく､原告は補償を受け取り､使用者は女性や
少数派の雇用と昇進の是正には合意したものの､賃金システムには触れないままに男女平等雇用に間
蓮を残したのであった｡このように､ガンサー事件やAFSCME事件を通して､性不平等や男女賃金格
差が労働市場構造や労働市場の効率化から影響を受けることに､十分な説明がされないことが判るの
である｡と､同時に､これらの判例はまた､法律と労働市場そして職場における性不平等関係に問題
を投げかけ再考を要求するものでもあった｡職場で従事する男女が､同一の努力､トレーニング､技
術等を要求されるのに対して一方の性が少ない貸金を支払われている事実には労働市場と法律が相当
の責任を負うことになり､特に職場が労働市場の相場による賃金で左右される過程においては男女不
平等の組織的特徴についての新しい理論が必要であると提示されるのである｡ 男女賃金格差が労働市
場構造や規範でなければ､どのようにこれらの問題は対処されていくのであろうか｡法律は､組織化
された賃金慣行に立法的な保護を求めるのみでなく､労働市場と貸金不平等のジェンダーの観点に対
する強力な基点でもあるといえる｡ ここにおいて主要な議論は､職場における性をベースにした賃金
不平等が組織力の生産であるという点であろう｡これらは調査の集積が必要であり､より多くが付加
的データに基づくとの理論が推察される｡しかしながら､組織的賃金システムは重要な役割を担うも
のの､賃金格差について労働市場の状況は考察しがたく､対処として考えるに､ComparableWorth 
Payの平等は､女性労働者のために減らされた所得を生産するすべての基本的状況に達することがで
きるのであろうか ?｣｡
アメリカの判例を通して賃金格差と労働市場の相場を分析したネルソンとブリッジズ両者の推察は
雇用慣行にも及ぶのである｡｢性をベースにした賃金差別と性の分離に対する法律は､明らかに明示
的な性差別的雇用慣行に影響を及ぼした｡裁判所の権限は社会的な産物であり､使用者による性の偏 
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りの直接証拠が証明されない状態においてはそのような賃金格差は労働市場構造の産物である｣｡筆
者はこの ｢賃金格差が労働市場構造の産物である｣というところに注目したい｡ネルソンとブリッジ
ズは男女賃金格差が労働市場構造であるとは十分説明できないと上述してきているが､では賃金格差
を生まない労働市場構造とは可能であろうか｡これに関して両者は次のように課題を示している｡｢男
女賃金格差についての法律と政策は議論を通して､分極化したのであり､労働市場が問題であると擁
護する同一価値による主張は､貸金不平等の源の社会学的概念が未発達であることに問題を残した｡
社会学者が職場､労働市場､賃金間の関係をよりよく表現する集積調査を起こせば､社会学者たちは､
経済学者や同一価値擁護論者がこれまで主張してきたよりも賃金決定のさらに強力な説明を立ち上げ
ることができるのである｡組織的貸金慣行に関しては法律と規範の調整を変えていくかもしれないが､
しかしそのような変化はエネルギーを要求する｡法律は現在使用者に､組織的な貸金慣行を正確に調
査することを要求されるデータアクセスをコントロールする権利を与えている｡そのようなデータが
利用できるようになるまで､社会科学者､政策立案者そして法廷は情報に基づいた判断はできないの
である｣｡
尚､労働市場に関する上述の ｢AFSCME事件｣について中下氏は､｢控訴審判決で覆され､以後の
判例でも原告敗訴がつづいている｣4 0)と触れ､その背景として次のことをあげている｡｢このような
裁判所の消極的姿勢の背後には､市場への介入を極力排除しようとする自由市場論者たちの主張があ
るo使用者は､市場の動向に従って自らの行動を決定するのであって､それに対して制限が加えられ
るべきではないというのである｡ 1980年代のアメリカ経済不況のなかで､レーガン･ブッシュ両共初
党政権はこのような考え方を強硬に主張した｡また､過去の長きにわたる差別の責任をすべて雇用者
に負わせるのは酷ではないかという考えもある｣｡また､｢公民権法第七編に示されている使用者の責
任は自らの差別的行為のみにある｡ 同法は使用者の責任を市場条件にまで広げるものでは全くない､
と述べた裁判所もある｣41)としているo永由氏も､ガンサー事件 42)に触れて中下氏と同様に ｢裁判所
の消極的な姿勢｣を指摘する｡｢ガンサー事件判決は､職務内容が異なる場合の第七編の性に基づく
貸金差別訴訟提起の可能性を認めた点で評価されている｡ この点で同一価値労働 ･同一賃金の原則理
論の訴訟の可能性を広げたといえる｡しかし､同裁判所は､ガンサー事件を意図的な性差別に基づく
ものと捉えたのでより広範な同一価値労働 ･同一貸金の原則理論を認めていないとも思われる｣｡さ
らに､裁判所が広範な同一価値労働 ･同一貸金の懸念を却ける理由として永田氏は以下のことを挙げ
ているo｢①裁判所は､労働市場や使用者の賃金システムの司法介入の妥当性を問題にし､同一価値
労働 ･同一貸金の原則理論は経済-の急進的な介入を認めると考える｡②多くの裁判所は職務評価に
関わる分野での自分たちの判断能力を問題にし (職務評価に精通していない等)､その評価への関心
を蒔跨するo③同一価値労働に対する異なった賃金率の設定は､労働市場賃率に基づいていれば正当
化されると考える｡ これらは､労働市場賃率が客観的であるとの見解に基づいているが､反対に､同
一価値労働 ･同一賃金の原則理論支持者たちは､労働市場賃率が既に性差別により毒されており､抗 
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)とし､｢司法の分野で同一価値労働 ･同一賃金の原則理論が
4 7.002 ll)
7891
弁として有効でないと主張している｣ 4
一般的に認められるまでの道程は決して平坦ではない｣と分析している｡上記両者の判例分析は､ 
年までで終わっている｡その後のアメリカの判例の推移であるが､基本的には､その後も状況は変わっ
ていないといえよう｡
結論を異にする判決を一つずつ紹介する｡貸金差別を訴えて女性公務員が勝訴した事件にカリフォ
3
ルニア州公務員協会事件 (連邦地裁 ･ がある｡)7891 原告である女性公務員らの主張は次の通りである｡
カリフォルニア州では､性に基づく職務配置が行われ､女性の職場､男性の職場が伝統的に形成され
ている｡そして､伝統的な女性職務に対しては､その遂行に必要な技能 ･努力 ･責任は男性が遂行し
ている職務とかわらないのに､低い賃金が支払われてきている｡そのような伝統的な女性職務は､た
Eとえば､事務補助職 ･速記者 ･看護婦 ･司書などであり､訴状に添えられたEOCの見解では､これ
らの職務は､農業技師､公園等の管理人､土木技師補など主として男性が従事している職務に比肩で
きるものである｡原告が､これら職務に支払われている貸金との差額分を請求したのが本件である｡
)
kt tareraes
これに対して､被告の州当局は､州の賃金率は市場の相場 ( gm によるものであっ
て何ら間蓮はないこと､また現在､アファーマアテイブ ･アクションによって不均衡を是正中であり､
そのことは女性に対する差別意思がないことを示していることをあげ､サマリージャッジメント(一
種の略式裁判)で原告をしりぞけることを求めた｡本判決は､このようにサマリージャッジメントで
決着をつけることができるかどうかに関する判断を示すものであって､正式の審理を経た結論ではな
いが､被告の主張はしりぞけられ､本判決で審理する必要がある旨の判決が下されている｡原告は､
女性公務員が従事している職務と男性公務員が主として従事している職務が比肩できるものであるに
inlipreva
039もかかわらず､同一の貸金が支払われていないことの立証に成功した｡原告は､州が1 年代の公然
たる性的貸金差別を最近にいたるまで維持してきたこと及び他にも差別的雇用 ･賃金支給慣行(上位
職掌への男性の優先的配置)を維持していることを主張 ･立証し､さらに､州による意図的差別の請
事例を詳細に示して､これを補強したのである｡また､州の賃金率は市場の相場によるとの州の主張
は､州の職務はごく僅かの例外をのぞき市場相場とは無関係にその賃金が実際には定められていたこ
となどの事実によって､口実でしかないことを主張 ･立証したのである｡判例理論上､同一価値労働 ･
同一貸金の原則によって差別貸金を主張しようと思えば､職務が比肩 しうるものであるにもかかわら
ず同一賃金が支払われていないことを立証するだけではたりず､いわゆる ｢異なった取扱い｣法理に
よる場合は､加えて使用者の差別意思の立証が必要である｡本判決も､この判例理論を踏襲しており､
原告はその求めるところを一少なくとも､本判決における審理を必要とする程度には-みたしている
と判断したのである｡もう一つの理論である ｢異なった影響｣法理による場合には差別意思の立証は
不要であるが､外見上中立的な雇用慣行が男性に対するよりも女性に不利に働いていることを立証す
る必要がある｡本判決は､やはり､この枠組みを前提にしたうえで､原告は､統計的証拠により､本
裁判により､本裁判における審理を必要とする程度には､この点の立証をしている､と判断している 
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のである｡なお､このときでも､使用者はこの雇用慣行が業務上の必要性に基づくものであることを
立証すれば勝訴することができるが､本件では､州の賃金率は市場の相場による旨の主張は､上述の
ように､口実でしかないとしてしりぞけられている｡いずれの法理にせよ､原告の立証責任は単純な
ものではなく､使用者の差別意思の存在や使用者が抗弁事由としてあげる業務上の必要性が口実でし
かないことを立証しなければならないのであり､成功をおさめるのは容易でない 44)0
他方､女性労働者が敗訴した事件にバウムガードナ-事件(連邦地裁 ･1 994)がある｡この事件は､
ある会社の会計担当の女性職員が､男性同僚の職務と ｢実質的に同一｣ (EPA上の訴え)ないし ｢同
一価値｣ (公民権法第七編上の訴え)の職務に従事しているにかかわらず､貸金が低いことを問題とし
たものである｡裁判所は､原告の主張を認めなかった.それは､原告が職務の ｢実質的同一性｣はも
とより､｢同一価値性｣も立証することに失敗したからである｡ 判決によると､原告は､原告自身お
よび同僚男性が従事していると称する職務をあげるだけで､これだけでは､ともに会計職についてい
ることはわかるが､実際にその職務 ･地位がどうなのか､｢実質的に同一｣なのか ｢同一価値｣を有
するものか､判然としないのである｡ 45)
このように見てくると､アメリカの判例状況は､｢同一価値労働 ･同一賃金｣の原則は認めるが､
これによって差別賃金として問責するには､公民権法第七編に基づく差別一般の立証の枠組みに従い､
使用者の差別意思の存在を立証したり､使用者が抗弁事由としてあげる事業上の必要性を口実にすぎ
ないことを立証しなければならず､このことは決して容易に認められない､とまとめることができる｡
カリフォルニア州公務員協会事件では､諸証拠により口実としてしりぞけられたが､男女格差の賃金
率は市場相場によるものという使用者側の主張は正当な抗弁事由として認められているのである 46)0
･さいごに
男女雇用平等を ILOとさらにはアメリカの文献から推察した本稿の構成は以上の通りである｡ ILO
が掲げている男女雇用平等には､わが国の先を行くと思われるアメリカでも､問題や課題が多いと指
摘できる｡結局アメリカでも､日本と同様に男女賃金格差に係る法の整備が求められ､市場慣行 ･市
場賃金コストが不透明なために､法改革の途上にあると推測されるのである｡本稿により推察した日
本への示唆を下記に挙げて総括としたい｡ 
(1沙数組合員の意見は反映されにくいため､女性組合月と女性組合員のリーダーを増やし､女性労
働者が多い団体からの発言を強化する｡上述の居城氏は ｢ミネソタ州では､ 1982年に､ペイ ･エク
イティに関する法律と政策が､AFSCMEやミネソタの労働運動の政治的な活動をバックに完成した｣
｢しかし､自治体が緊縮財政になると､ペイ･エクイティの正義の側面が省みられなくなる｡そし
て､ペイ･エクイティの低賃金の側面だけが浮上し､それが男性の低賃金問題と貸金の配分をめぐっ
て対立する｣ 47)と述べている｡ 
(2)よって､ミネソタ州をモデルにしても州ごとに自治体ごとに､市場コストを見据えた男女雇用平 
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等体制は容易でないと窺える｡故に､雇用主に採用者数､性別の内訳､業務内容､ トレーニングプ
ログラム､査定方法､賃金システムとその統計等の提出を求めること等が､上記のアメリカの判例
からも必要と考えられる｡併せ､各雇用主の提出資料から所得と生産性の調査をし､それらの調査
から労働市場構造と雇用慣行を浮き彫 りにしていく｡ 
(3)公平 ･平等そして人権保護を旨とする法律遵守のため｢ジェンダー主流化｣｢ジェンダーアプロー
チ｣ に向かって､政 ･労 ･便の三者協議で国際法と国内法の双方から男女雇用平等を推進していく｡
吾郷氏が､｢一部の貧困は全体の繁栄にとって危険である｣という憲章48)に触れ､｢行政府だけの
問題ではなく立法府､市民社会がその意識を高めることも重要であるし､司法府の意識改造が必要
である｣ 49)と指摘しているように､筆者も労働者側 ･使用者側の協議の必要性と市民社会の意識
高揚､法律の重要性を改めて強調したい｡
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